
平成２５年度教育改革推進会議第３回第２部会 事項書 

 

日時：平成２５年１１月１１日（月） 

１４：００ ～ １６：３０   

場所：ベルセ島崎「花菖蒲」（１F） 

 

 

１ 審議事項 

（１）審議の進め方と審議計画の変更について （資料１） 

 

（２）三重県特別支援教育総合推進計画（仮称）にかかる論点整理について 

（資料２）（資料３） 

 

（３）三重県特別支援教育総合推進計画（仮称）にかかるレイアウト案に 

ついて                     （資料４） 

 

 

 

２ 連絡事項 
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第２回第２部会における主な意見 

 

第２回部会（１０月２４日）では、下記のような意見がありました。 

 

① 就学前健診（５歳児健診）について、早期からの支援や適切な就学先決定

に有効であり、重要性が認められつつある。その一方で、各市町での取組の

差や、ドクターによって診断に差があるなどの課題がある。 

 

② 早期からの相談要請に応えていくことが大切である。 

  相談機関について、具体的なことを考えて作ってもらえるとありがたい。 

 

③ インクルーシブを進めていくと、医療的ケアを必要とする児童生徒が市町

の学校に入学することが想定される。看護師を配置することになるが、県と

しても支援の制度を作ってもよいのではないか。 

 

④ 通級指導教室について、拠点校方式は送迎等に課題があるため、全ての学

校で設置するとともに、担当教員の資質の向上を求める。 

 

⑤ 「発達障がいへの対応」について、障がい名を指すのか、対応が必要な子

どもを指すのかが曖昧である。 

 

⑥ 発達障がいのある生徒について、診断を受けていると対応をとりやすいが、

診断がないと対応に課題がある。専門家の力を借りられるとありがたい。 

 

⑦ 本人、保護者への伝え方が難しいが、障がいの早期発見は大切ということ

を入れてほしい。 

 

⑧ 発達障がいについて、理解が得やすくなったが、読字障がい（LD）につい

ては、見つけにくい。小学生の早い段階において学校で見つけていくことも

大切である。 

 

⑨ 家族への対応で「理解をしていただく」とあるが、理解している親もたく

さんいるので「保護者の気持ちに寄り添う」といった文言を入れてほしい。 

 

⑩ 教員のスキルアップに関して、非常に大切に思っている。学校現場は多忙

であり、特別支援教育のことだけを考えて対応できない。少人数での丁寧な

支援をしたい。 

 

⑪ 教育環境の整備が大切である。経験豊富な退職教員の配置などを考えても

らえるとありがたい。 

資料２ 



現状 課題 今後の方向性

１（１）策定の
経緯

平成１８年に「三重県における特別支援教育
の推進について」を策定し、平成１９年度から施
策を推進してきました。

平成２２年１２月に「三重県教育ビジョン」を策
定しました。

平成２３月８月に「障害者基本法」などの法改
正がありました。

平成２４年７月に「共生社会の形成に向けたイ
ンクルーシブ教育システム構築のための特別支
援教育の推進（報告）」が、中央教育審議会初
等中等教育分科会より示されました。

平成２５年３月に「県立特別支援学校整備第
二次実施計画」を改定しました。

１（２）特別支
援教育全般の
現状と課題

発達障がいを含む特別な支援を必要とする児
童生徒数が増加するとともに、障がいが重度･重
複化、多様化する傾向にあります。

特別支援教育の体制整備として、小中学校、
高等学校において、校内委員会の設置とコー
ディネーターの指名が100%となっています。

小中学校における個別の指導計画、個別の教
育支援計画の作成率が約90％に達しましたが、
一方で幼稚園、高等学校における作成率は低
い状態にあります。

早期からの一貫した支援を進めるために、情
報引継ぎツール「パーソナルカルテ」を作成して
活用を図っています。

発達障がいを含む全ての特別な支援を必要と
する児童生徒への対応のために、教育環境の
整備と教員の専門性向上が求められます。

特別支援教育に係る体制整備は進んできまし
たが、個別の教育支援計画の効果的な活用等、
教育内容をより充実させる必要があります。

情報引継ぎツールを活用する等、早期からの
一貫した教育体制の充実が求められます。

１（３）計画の
期間

平成２７年度から平成３１年度までの５年間の
計画とします。

三重県特別支援教育総合推進計画(仮称）にかかる論点整理

凡例 ： 明朝体 ： 第２回部会での確認した内容    ゴシック体 ： 今回追加した内容 下線付 ： 第２回部会での意見

１ 三重県特別支援教育総合推進計画（仮称）の策定について

資料 3 
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２（１）早期から
の一貫した支
援

パーソナルカルテの活用による早期からの一
貫した支援体制づくりについて、県から各市町
に対して、その作成や活用についての助言や相
談を実施しています。

小学校から中学校への情報の引継ぎについて
は、各学校間及び市町での調整により実施され
ています。

各市町においては、早期からの教育相談につ
いて、保護者等が相談を受けやすいように、福
祉と教育の窓口を一本化した発達相談支援室
などの設置が進められています。

 １歳半、３歳児健診にくわえ、就学前の５歳児
健診を実施している市町があり、就学先決定や
就学してからの支援について効果を上げていま
す。

幼稚園・保育所等から、小学校、中学校、高等
学校等への確実な引継ぎをするために、パーソ
ナルカルテ等の情報引継ぎツールを活用すると
ともに、保護者に特別支援教育に係る理解啓発
を図る必要があります。

早期からの教育相談が行える発達相談支援室
等、ワンストップ型の相談機能を備えるなど、地
域の実情に沿った支援ネットワークの構築が求
められています。

パーソナルカルテ等の情報引継ぎツールを活
用し、円滑な情報の引継ぎを目指します。

早期に障がいを診断し、関係機関に引継ぐ仕
組み作りを検討します。

２（２）就学相
談・就学先決
定

平成25年9月1日に、学校教育法施行令の一
部改正があり、就学先決定の手続が改正されま
した。

県教育委員会と市町等教育委員会が就学に
かかる情報共有を図りながら就学相談を進めて
います。

※ 学校教育法施行令の一部改正について
就学基準（22条の3）に該当する障がいのある

子どもは特別支援学校に原則就学するという従
来の就学先決定の仕組みが改められ、本人・保
護者の意見を最大限尊重し、教育的ニーズと必
要な支援について合意形成を行うことを原則とし
て、就学先を決定することが示されました。

就学先の決定にあたっては、本人・保護者に
対する十分な情報提供を図るとともに、その意見
を最大限尊重し、教育的ニーズと必要な支援に
ついて合意形成を行う必要があります。

インクルーシブ教育システムに基づく就学先決
定を行うにあたり、連続性のある多様な学びの場
（各学校等の受け入れ体制）の整備と充実を進
める必要があります。

就学先決定後に柔軟な就学先の見直しを行う
ことについては、就学先の変更の必要も含め、
本人・保護者や学校運営等に混乱や支障をきた
さないような方向性を示す必要があります。

インクルーシブ教育システムに基づく連続性の
ある多様な学びの場への就学について、市町
等教育委員会、本人・保護者への理解啓発を図
ります。

教育相談や就学先決定に際しては、本人・保
護者の気持ちにより添いながら合意形成を図り
ます。

就学先決定後の柔軟な就学先の見直しにつ
いて検討します。

２ インクルーシブ教育システムの推進について
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２（３）就学前
の取組

幼稚園・保育所では、特別な支援を必要とする
幼児への教育や保育が行われ、発達に遅れの
ある幼児のために療育センター等では、療育・
訓練等が実施されています。また、医療と福祉
が連携した施設も整備されつつあります。

H24年度の幼稚園における個別の指導計画の
作成率は、71％、個別の教育支援計画の作成
率は、63%です。

H25年度、県内の幼稚園に配置されている介
助員および学習支援員は、178名（14市町）で
す。

 就学前の５歳児健診を実施している市町と園
医健診の中での健診の取組が広がりつつあり
ます。

早期からの一貫した支援を円滑に進めるた
め、園内体制のさらなる充実と関係機関と連携し
た相談・支援に係る体制づくりが求められていま
す。

幼稚園において、保護者に対する適切な情報
の提供と特別支援教育についての理解促進が
求められています。

幼稚園における個別の教育支援計画等の作
成率の向上を図るとともに、パーソナルカルテ等
の支援情報を小学校へ引き継ぐことが必要で
す。

保育所においても、健康福祉部との連携に
よって同様の支援を進める必要があります。

園医健診は有効である一方、見立てに幅がで
る場合があります。

既存の健診等を活用して、障がいの早期発見
や、関係機関への引継ぎについて、検討の必要
があります。

個別の指導計画や個別の教育支援計画の作
成を促すために、特別支援学校のセンター的機
能による支援などの取組について検討します。

本人・保護者や保育士等が保育や就学等に
かかる相談を手軽に受けられる機能が必要で
す。
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２（４）発達障
がいのある幼
児児童生徒へ
の対応

文部科学省による「通常の学級に在籍する発
達障害の可能性のある特別な教育的支援を必
要とする児童生徒に関する調査結果（平成２４
年）」によれば、学習面又は行動面で著しい困難
を示す児童生徒が、小中学校の通常学級に、
6.5%在籍するという結果が示されました。

H25年度、特別支援学校に対して小中学校か
ら要請のあった発達障がいについての教育相談
は、８月末までに576件（総計2770件）となってお
り、今後も増加することが見込まれます。

高等学校に発達障がい支援員5名（H25年度）
を配置し、高等学校における発達障がいを含む
教育的支援の必要な生徒への指導等に対応し
ています。

小中学校の通常学級においても、個別の指導
計画や個別の教育支援計画を活用した効果的
な学習活動や指導方法等を一層充実させる必
要があります。

高等学校に在籍する発達障がい等のある生徒
の支援体制を充実させるため、市町等教育委員
会と情報共有しながら、中学校からの支援情報
が円滑に引き継げる体制が必要です。

発達障がいの診断の有無によって教員や保
護者、周囲の生徒の対応、本人の意識等が
違ってくることから、一人ひとりに応じた対応が
必要です。

全ての幼稚園、小中学校、高等学校におい
て、発達障がいの特性や支援方法の理解、授業
の工夫等、教職員の専門性の向上を図る必要
があります。

保育所においても、健康福祉部との連携に
よって保育士の専門性の向上を図る必要があり
ます。

学習障がい（LD）については、就学前の発見
が難しいため、就学後できるだけ早期の発見に
努める必要があります。

障がいの理解についての知識を高めるととも
に、指導スキルについて専門性の向上を図る必
要があります。
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３（１）個々の
ニーズに応じ
た教育

個別の指導計画等に基づき、一人ひとりの教
育的ニーズに対応した学習グループの編成や
特色ある教育課程を編成することで、効果的な
指導を実施しています。

個別の指導計画を活用し、一人ひとりの教育
的ニーズに応える授業改善を行うとともに、情報
引継ぎツールを活用して、学校、保護者、関係
機関等で十分に共有を図ることが必要です。

個別の指導計画の評価を適切に実施し、障が
いの状況や特性に応じた指導が可能となる教育
課程の設定が必要です。

基礎的環境整備の一つとして、教材やICT機
器等、適切で効果的な教材教具の確保と活用
が必要です。

個別の指導計画を活用し、授業内容の充実や
教育課程の整理を図ります。

個々のニーズや障がいの特性に応じた指導
や授業改善と適切な評価に努めます。

個別の指導計画、個別の教育支援計画等、情
報引継ぎツールについて、学校、保護者、関係
機関等で共有を図ります。

３（２）キャリア
教育の推進
（進路指導・就
労指導）

自立と社会参加に向けて、一人ひとりの障がい
の状態や特性、ライフステージに応じたキャリア
発達を促す教育を実施しています。

特別支援学校において、小学部から生活年齢
や発達段階に応じて、身辺自立や社会的自立
を意識した教育を実施しています。

生徒の適性と職種のマッチングを図る職業適
性アセスメントを実施し、生徒の興味関心や強み
に基づいた職場実習先を決定するなど、生徒の
就労希望の実現を図っています。

小中学部において、生活年齢や障がいの状態
等に応じたキャリア教育の位置づけや、自立に
向けた教育内容の整理が必要です。

キャリア発達に基づいた教育課程の検討や、
職業に係るコース制の設置により、就労に必要
な知識や態度等、社会性の育成が求められてい
ます。

企業や社会のニーズに基づき、本人の適性と
職種のマッチングや職場実習の一層の充実を
図ることで、就労支援に結びつけることが必要で
す。

障がいの重い生徒の福祉的就労を含めた社
会参加についてのあり方の検討が必要です。

障がいの特性やキャリア発達に応じた教育内
容や教育課程の検討を進めます。

３ 特別支援学校における教育の推進について
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３（３）今後のセ
ンター的機能
のあり方

各特別支援学校が、地域の小中学校等の要
請に応じて、特別な教育的支援を要する児童生
徒への支援に関する研修や適切な指導・助言、
発達等にかかる相談等を実施しています。

H24年度の相談件数は、県立特別支援学校あ
わせて3859件です。

相談件数の増加に伴い、特別支援学校におけ
る校内体制の工夫や情報発信等、効率的・効果
的な支援方法やセンター的機能について検討
する必要があります。

小中学校や高等学校等に対するセンター的機
能を充実させるために、発達障がいの児童生徒
への授業にかかる指導・支援について理解を深
める必要があります。

「こども心身発達医療センター（仮称）」に併設
する新たな特別支援学校におけるセンター的機
能のあり方について検討が必要です。

特別支援学校のセンター的機能について、更
なる充実が必要です。

「こども心身発達医療センター（仮称）」に併
設する新たな特別支援学校におけるセンター的
機能のあり方について検討を進めます。

３（４）交流およ
び共同学習

障害者基本法及び特別支援学校学習指導要
領に交流および共同学習の充実を図ることが示
されました。

インクルーシブ教育システムにおいては、多様
な学びの場の整備と学校間連携の推進が必要
とされており、その一つの方法として交流および
共同学習の推進が示されました。

学校間交流や居住地校交流等の取組により、
幼児児童生徒が相互理解を進めることで、幼稚
園・保育所時代からの友人関係の継続や、地域
とのつながりが生まれています。

H24年度、県立特別支援学校において、学校
間交流244回、居住地校交流691回、計935回実
施しました。

障がいのある子どもと障がいのない子どもが共
に学ぶ場面において、活動しやすい環境を設定
するために合理的配慮の充実を図るとともに、交
流および共同学習に係る受入れの仕組みを作
ることが求められています。

交流の機会が増えることにより、教員の引率体
制や実施回数の調整、交流への参加体制の検
討が必要になってきています。

インクルーシブ教育システムに基づき、障がい
のある子どもと障がいのない子どもが、可能な
限り共に学ぶことができる場面の一つとして交
流および共同学習を推進し、合理的配慮を充実
させる必要があります。
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３（５）医療的ケ
ア

医療的ケアを必要とする児童生徒が増加して
おり、障がいが重度・重複化、多様化していま
す。

医療的ケアを必要とする児童生徒について、
喀痰吸引、経管栄養等の医療的ケアを実施する
ことによって、継続的に学習できる体制をとって
います。

教員が看護師と連携・協力して医療的ケアを
実施することで、医療的ケアのために付添う保護
者の負担軽減を図っています。

医療的ケアを必要とする児童生徒が安心・安
定して学校生活が送れるよう、保護者、教員、看
護師等と医師等関係機関が連携・協力し、医療
的ケアを実施できる校内体制の充実を図る必要
があります。

医療的ケアに対応する担当教員のスキルアッ
プに努める必要があります。

医療的ケアを必要とする児童生徒が、安全で
安心な教育が受けられるように、医療的ケアの
充実を図ります。

３（６）盲学校お
よび聾学校の
あり方

県内唯一の視覚障がい・聴覚障がいに対応し
た特別支援学校で、それぞれの障がいの状態
や特性に対応した学科を設置して、専門的な教
育を実施しています。

視覚障がい・聴覚障がいにおける、就学前の
教育相談等、センター的機能を発揮していま
す。

社会状況等の変化により、就労先と設置学科
における教育内容がマッチしない状況があり、専
門学科の学習内容の検討が必要です。

県内唯一の視覚障がい、聴覚障がいの教育部
門を有する特別支援学校として、今後のセン
ター的機能を含めた就学前からの支援や通級
による指導についての体制の検討が必要です。

盲学校の高等部および高等部専攻科につい
て、社会福祉分野との連携において、教育と福
祉との本来的な機能分担等、今後の方向性に
ついて検討が必要です。

県内唯一の視覚障がい、聴覚障がいの教育
部門を有する特別支援学校として、専門性を発
揮するため、センター的機能や通級での対応に
ついて検討を進めます。
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４（１）通常学
級における特
別支援教育の
推進

〈再掲〉文部科学省による、「通常の学級に在籍
する発達障害の可能性のある特別な教育的支
援を必要とする児童生徒に関する調査結果（平
成２４年）」によれば、学習面又は行動面で著し
い困難を示す児童生徒が、小中学校の通常学
級に、6.5%在籍するという結果が示されました。

教材や板書の配慮、教室内の座席配置の工
夫などを行い、配慮を要する児童生徒が学習に
取り組みやすい環境づくりを図っています。

県総合教育センターより、H23.3に、冊子「何か
ら始めるの？特別支援教育－通常学級で行う教
科指導－」を作成し、指導事例を示しています。

障がいの特性に応じた指導や支援の方法、授
業の工夫等、教職員に対して特別支援教育に
対する理解や専門性の向上を図る必要がありま
す。

〈再掲〉小中学校の通常学級においても、個別
の指導計画や個別の教育支援計画を活用した
効果的な学習活動や指導方法等を一層充実さ
せる必要があります。

特別な支援を必要とする児童生徒に配慮した
教室配置や、バリアフリー化などの学習環境の
整備が求められます。

視覚情報の活用や授業の組み立てなど授業
のユニバーサル化等の授業改善を図ることで、
学力の向上が求められます。

保護者に対する十分な情報提供によって障が
い特性の正しい理解を促進するとともに、地域の
協力により特別支援教育を効果的に推進できる
学校運営を進める必要があります。

〈再掲〉学習障がい（LD）については、就学前の
発見が難しいため、就学後できるだけ早期の発
見に努める必要があります。

個別の指導計画にもとづいた効果的な学習活
動や指導方法等の充実を図る必要があります。

保護者に対する十分な情報提供を行うととも
に、本人・保護者の気持ちにより添った教育を
進める必要があります。

４ 小中学校における特別支援教育の推進について
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４（２）通級指
導教室

通常の学級で特別な支援を必要とする児童生
徒にとって、通級による障がいの状態に応じた
指導を受けることにより、言語面の改善、ソー
シャルスキルの習得などの効果が上がっていま
す。

通級による指導を受ける児童生徒数が増加し
ています。（H25年５月：624名 ←H19年5月：
346人）

県内では、言語、LD/ADHD、難聴の通級指
導教室が、小学校33校（49学級、603人）、中学
校4校（4学級、21人）に設置されています。（H25
年５月）

通級担当教員には、アセスメントによる障がい
の特性の把握や状況に応じた適切な指導など
高度な専門性が求められることから、担当教員
の養成が課題になっています。

個別の指導計画や個別の教育支援計画の情
報共有をはじめ、担当教員間や学校間、保護者
との連携強化が必要です。

通級のニーズが増加していることから、その対
応が求められます。また、小学校に比べ中学校
における通級による指導を受ける生徒の割合が
低く、教育的ニーズに応じた指導形態の改善が
求められます。

他校通級の場合、移動による負担や移動時の
学習の保障などの課題があります。

〈再掲〉保護者に対する十分な情報提供によっ
て障がい特性の正しい理解を促進するとともに、
地域の協力により特別支援教育を効果的に推
進できる学校運営を進める必要があります。

通級による指導は、インクルーシブ教育システ
ムにおける連続性のある学びの場を充実させる
ために、キーポイントとなる指導形態と考えられ
ます。

通級による指導に対するニーズが高まるな
か、計画的な設置や担当教員の専門性の育成
についての検討を進めます。
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４（３）特別支
援学級におけ
る教育の充実

特別支援学級に在籍する児童生徒数が増加
するとともに、在籍する児童生徒の障がいが重
度・重複化、多様化しています。

県内の公立小中学校に設置される特別支援
学級は、503校（927学級）となっており、3251名
の児童生徒が在籍しています。設置率は91%（小
学校：353/389校、中学校：150/164校）となって
います。(H25年５月）

特別支援学級担当教員は、多様な障がい特
性に応じた指導や支援が求められることから、専
門性の向上とともに計画的な教員配置が必要で
す。

個別の指導計画に基づいた指導と適切な評価
や、障がいの特性、地域の特徴を活かした適切
な教育課程の工夫が必要です。

特別支援学級と通常学級との交流および共同
学習を計画的、効果的に進めることが必要で
す。

〈再掲〉保護者に対する十分な情報提供によっ
て障がい特性の正しい理解を促進するとともに、
地域の協力により特別支援教育を効果的に推
進できる学校運営を進める必要があります。

就学前の情報を小学校に引継げるシステムに
ついて、関係部局と連携し、検討する必要があ
ります。

担当教員の専門性向上と計画的な教員配置
について検討が必要です。

適切で効果的な教育課程を工夫し教育を進め
る必要があります。

４（４）連続性
のある多様な
学びの場

特別支援学校、特別支援学級、通常学級にお
ける指導、通常学級に在籍して通級による指導
を受けるなどの教育形態が整備されています。

多様な学びの場において十分に教育を受けら
れるための合理的配慮およびその基礎となる環
境整備が必要です。

多様な学びの場を充実させるために基礎的環
境整備を進め、合理的配慮を充実させるため、
教員の指導力等にかかる専門性を向上させる
ことが重要です。

〈再掲〉通級による指導は、インクルーシブ教育
システムにおける連続性のある学びの場を充実
させるために、キーポイントとなる指導形態と考
えられます。
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５（１）発達障
がいのある生
徒への対応

発達障がいのある生徒が増加し、その対応が
大きな課題になってきています。（H25年度県立
高等学校における発達障がいの可能性のある
生徒の在籍率1.44%）

発達障がい支援については、外部専門家によ
る相談や支援を実施しています。

特別支援教育コーディネーターが全校で指名
されており、校内委員会等で指導支援について
情報共有を図っています。

発達障がいのある生徒の相談･支援にかかる
体制作りや、校内委員会の整備が求められてい
ます。

特別な教育課程の編成については、学級編制
基準がないため、特別支援学級の設置は現実
的に困難です。

発達障がいのある生徒に関する進路指導、特
に障がい者雇用の対象とされない生徒への就労
支援が課題になっています。

校内における支援体制の整備や教員の意思
統一、専門性の向上を図るとともに、関係機関と
の連携を意識的に進める必要があります。

発達障がいのある生徒の相談･支援にかかる
体制作りや、校内委員会の整備を進める必要
があります。

５（２）個別の
指導計画・個
別の教育支援
計画の充実

個別の指導計画の作成率：46.5%、個別の教育
支援計画の作成率：41.1%です。（H24年９月）

出身中学校からの個別の教育支援計画等の
引継ぎやパーソナルカルテの引継ぎが十分でな
い状況があります。

出身中学校からの支援情報の引継ぎによっ
て、個別の指導計画、個別の教育支援計画の
作成と活用を図るとともに、作成率を向上させる
必要があります。

個別の指導計画等の作成にあたり、校内委員
会や特別支援学校のセンター的機能による支
援等の活用を図る必要があります。

中学校からの個別の指導計画等の引継ぎを
確実に行えるシステムについて、検討が必要で
す。

５ 高等学校における特別支援教育の推進について
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総合教育センターにおける特別支援教育にか
かる研修や、特別支援教育連続講座（シードプ
ロジェクト）の開催によって、各地域や各学校に
おける特別支援教育の推進者の養成を図って
います。

特別支援学校のセンター的機能による研修会
の開催や、小中学校への教育相談等、支援を
実施することで、地域の特別支援教育の推進と
専門性の向上に取り組んでいます。

通常の学級に特別な教育支援を必要とする児
童生徒が在籍していることから、すべての教員が
発達障がい支援を含む特別支援教育について
の一定の知識・技能を有していることが求められ
ます。

特別支援学校においては、そのセンター的機
能を十分に発揮するために、発達障がいを含む
複数の障がい種に対応できる専門性が求められ
ています。

多様な学びの場における特別支援教育に係る
専門性向上、授業力向上が求められています。
あわせて、特別支援学校免許の取得率を向上さ
せる必要があります。

障がいに対応した指導・支援とともに、授業力
の向上に努める必要があります。

専門性を有する教員を確保するために、研修
等の方法についての検討や、経験豊富な人材
の活用などを進める必要があります。

特別支援学校教諭免許状取得者の増加を図
る必要があります。

６ 教員の専門性向上
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三重県特別支援教育総合推進計画（仮称）にかかるレイアウト案 

 

 

１ 三重県特別支援教育総合推進計画（仮称）の策定について 

（１）策定の経緯 

 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

（２）特別支援教育全般の現状と課題 

 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

（３）計画の期間 

 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

 

２ インクルーシブ教育システムの推進について 

（１）早期からの一貫した支援 

 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

（２）就学相談・就学先決定 

 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

  

（３）就学前の取組 

 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

（４）発達障がいのある幼児児童生徒への対応 

 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

資料４ 
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３ 特別支援学校における教育の推進について 

（１）個々のニーズに応じた教育 

 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

・・・・・・ 以下同一書式 ・・・・・ 

 

（２）キャリア教育の推進（進路指導・就労指導） 

（３）今後のセンター的機能のあり方 

（４）交流および共同学習 

（５）医療的ケア 

（６）盲学校および聾学校のあり方 

 

４ 小中学校における特別支援教育の推進について 

（１）通常学級における特別支援教育の推進 

（２）通級指導教室 

（３）特別支援学級における教育の充実 

（４）連続性のある多様な学びの場 

 

５ 高等学校における特別支援教育の推進について 

（１）発達障がいのある生徒への対応 

（２）個別の指導計画・個別の教育支援計画の充実 

 

６ 教員の専門性向上 

 

７ 特別支援学校の整備 


